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第４章／連結財務書類４表 

 

第 1節  連結財務書類とは 

 

（１）連結の目的と必要性 

 

にかほ市では、普通会計で実施している事業のほかにも、公営企業会計で水道事業、特別会

計で公共下水道事業や国民健康保険事業など、市民生活と密接な関わりのある事業を行ってい

ます。 

また、こうした市自らが行う事業とは別に、一部事務組合などの関係団体と連携協力して実施す

る行政サービスもあります。このように、市の財政は普通会計のみで成り立っているものではないた

め、真のにかほ市全体の資産・負債・行政コスト・資金収支等の情報を総合的に分析するためには、

関連が深い会計、法人などの財務書類を合体させた連結財務書類を用いる必要があります。 

連結財務書類は、普通会計や特別会計に加え、公営企業会計及び市が一定割合以上出資し

ている関係団体や法人を一つの行政サービス実施体とみなして作成する財務書類です。 

 

（２）連結の範囲 

 

「統一的な基準による地方公会計マニュアル」に基づき、公営事業会計（企業会計である水道事

業会計、下水道事業や国民健康保険事業等の特別会計）は全て連結の対象となります。また、一

部事務組合・広域連合についても原則として経費負担割合に応じた比例連結対象となります。 

さらに、資本金を５０％以上出資している第三セクター等も全て連結対象となり、５０％未満でも

その経営に影響力を及ぼしている団体がある場合は連結の対象となります。にかほ市の場合は

「にかほ市観光開発株式会社」が該当します。 
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（３）連結財務書類作成の流れ 

 

≪ステップ１≫ 個別財務書類の読替・作成 

 

連結財務書類の基礎となる各会計、団体、法人の個別財務書類のうち水道事業会計、第三セク

ター等は、地方公営企業法、公益法人会計基準に基づく法定決算書類が作成されています。これ

らの法定決算書類は、会計基準の違いにより表示科目が違うため、「統一的な基準による地方公

会計マニュアル」で示された連結財務書類の科目に揃えるために表示科目の変更をしなければな

りません。この処理を読替といいます。 

また、国民健康保険事業特別会計などの公営事業会計や一部事務組合では、一般会計等の

作成要領に準拠して新たに個別財務書類を作成します。 

 

 

≪ステップ２≫ 個別財務書類の修正 

 

読替・作成された個別財務書類は、「統一的な基準による地方公会計マニュアル」の連結財務

書類作成要領に示された資産評価などを行うため、必要な修正を行います。 

修正とは、会計基準が同一でない各財務書類の数値を合算して連結財務書類を作成するにあ

たって、統一した評価方法を適用するために行う手続きです。主な修正としては、退職手当引当金

が計上されていない会計・団体・法人の財務書類に退職手当引当金を計上する処理などがありま

す。 

 

 

≪ステップ３≫ 純計処理（単純合算と内部取引の相殺消去） 

 

連結財務書類は、連結対象団体（会計）を一つの行政サービス実施主体とみなして作成するこ

とから、連結内部での取引を消去する必要があります。 

具体的には、普通会計から特別会計等への繰出金・負担金・補助金などは連結全体で考えれ

ば内部の資金移動にすぎず、連結対象団体（会計）以外の外部に対するものではないため、これ

らを消去します。 
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第２節  連結貸借対照表について 

 

連結対象団体（会計）を一つの行政サービス実施体とみなして、にかほ市全体の資産や負債の

ストック情報を網羅した財務書類が連結貸借対照表です。 

 

（１） 概 要 

 

                       令和４年度 連結貸借対照表 
                           (令和５年３月３１日現在) 

                                                                        （単位：千円）  

資 産 の 部 金  額 負 債 の 部 金  額 

【資産の分】  【負債の部】  

 固定資産 143,088,428  固定負債 29,018,941 

  有形固定資産 138,900,944    地方債 24,785,587 

   事業用資産 43,888,782    長期未払金 - 

   インフラ資産 94,355,128    退職手当引当金 2,050,557 

   物品 657,034    その他 2,182,797 

  無形固定資産 14,297  流動負債 3,052,183 

  投資その他の資産 4,173,187    １年内償還予定地方債 2,739,619 

   投資及び出資金 387,150    賞与等引当金 150,750 

   長期延滞債権 91,603    その他 161,814 

   長期貸付金 980 負 債 合 計 32,071,124 

   基金 3,723,570 【純資産の部】  

   その他 91  固定資産等形成分 146,936,321 

   徴収不能引当金 △30,207  余剰分（不足分） △29,966,867 

 流動資産 5,952,150   

   現金預金 1,925,917   

   未収金 156,988   

   短期貸付金 -   

   基金 3,847,893   

   棚卸資産 19,363   

   その他 2,192   

   徴収不能引当金 △203 純 資 産 合 計 116,969,454 

資 産 合 計 149,040,578 負債及び純資産合計 149,040,578 

   *表示単位未満を四捨五入して表示（表内計算で一致しない場合があります） 

 

 

 

資産の部は、事業用資産などの有形固定資産が1,389億94万円、出資金や特定目的基金など

の投資その他の資産が 41 億 7,319 万円、歳計現金や財政調整基金などの流動資産が 59 億

5,215 万円となり、資産総額は 1,490 億 4,058 万円となりました。 

負債の部では、固定負債が 290 億 1,894 万円、流動負債が 30 億 5,218 万円となり、負債総額

は 320 億 7,112 万円となりました。 

資産から負債を差し引いた純資産は、1,169 億 6,945 万円となりました。 
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（２） 普通会計貸借対照表と連結貸借対照表の比較 

 

普通会計と連結会計の貸借対照表の数値を比較してみると、資産の部の合計倍率 1.27 倍

に対し、投資その他の資産が 1.29 倍とやや高くなっているのは、一部事務組合等の基金残

高が多いためです。また、流動資産の未収金が 6.03 倍と大幅に高くなっているのは、国民

健康保険事業の保険税や公共下水道事業、農業集落排水事業及び水道事業などの使用料の

未収金が多いためです。負債の部は、固定負債の地方債 2.02 倍、1年内償還予定地方債 1.73

倍となっていることから、普通会計に比べ地方債の償還が進んでいないことが分かります。

純資産の部は 1.15 倍で負債が多いことに伴い、普通会計と同程度の水準となっています。 

 

 

普通会計と連結会計の貸借対照表の連単倍率による比較 

(単位：千円） 

科目名 普通会計 連結会計 連単倍率 

【資産の部】 

固定資産 

有形・無形固定資産 

投資その他の資産 

流動資産 

未収金 

基金 

117,792,719 

113,583,216 

110,360,448 

3,222,768 

4,209,503 

26,040 

3,524,813 

149,040,578 

143,088,428 

138,915,241 

4,173,187 

5,952,150 

156,988 

3,847,893 

1.27 

1.26 

1.26 

1.29 

1.41 

6.03 

1.09 

【負債の部】 

固定負債 

地方債 

退職手当引当金 

流動負債 

1 年内償還予定地方債 

賞与等引当金 

15,719,982 

14,001,768 

12,272,677 

1,729,091 

1,718,214 

1,582,810 

135,404 

32,071,124 

29,018,941 

24,785,587 

2,050,557 

3,052,183 

2,739,619 

150,750 

2.04 

2.07 

2.02 

1.19 

1.78 

1.73 

1.11 

【純資産の部】 

固定資産等形成分 

余剰分（不足分） 

102,072,737 

117,108,029 

△15,035,292 

116,969,454 

146,936,321 

△29,966,867 

1.15 

1.25 

1.99 

*連単倍率とは、連結会計が普通会計の何倍になっているかを表すものです。 

*表示単位未満を四捨五入・主要部分を抜粋して表示（表内計算で一致しない場合があります） 
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第３節  連結行政コスト計算書について 

 

地方公共団体の行政活動は、資産形成につながらない行政サービスが大きな比重を占めてお

り、福祉や教育などの行政サービスを提供するためのコストがいくら掛かっているかを整理したもの

が普通会計の行政コスト計算書です。この考えを連結対象団体（会計）にも適用し、一つの行政サ

ービス実施体とみなして作成したのが、連結行政コスト計算書です。 

 

令和４年度 連結行政コスト計算書 
(自 令和４年４月１日  至 令和５年３月３１日現在) 

                                                           （単位：千円） 

科  目  名 金    額 

経常費用 A 28,442,727 

1.人にかかるコスト 

(1)人件費 

(2)その他 

2.物にかかるコスト 

(1)物件費 

(2)減価償却費 

(3)その他 

3.移転支出的なコスト 

(1)補助金等 

(2)その他 

4.その他のコスト 

(1)支払利息 

(2)その他 

2,863,628 

2,415,404 

448,224 

11,697,470 

4,549,872 

5,670,214 

1,477,384 

13,228,333 

11,720,181 

1,508,152 

653,296 

239,956 

413,340 

経常収益 B 2,918,422 

使用料及び手数料 

その他 

919,723 

1,998,699 

純経常行政コスト 

(A－B） 
25,524,305 

臨時損失 C 

臨時利益 D 

27,270 

38,406 

純行政コスト 

(純経常行政コスト＋C－D) 
25,513,169 

     *表示単位未満を四捨五入して表示（表内計算で一致しない場合があります） 

 

経常費用では、移転支出的なコストが 132 億 2,833 万円（46.5%）で最も多く、次いで物にかかる

コストが 116億 9,747 万円(41.1%)で、中でも補助金等が 117億 2,018 万円(41.2%)となっています。

主な経費は、電力・ガス・食料品等価格高騰緊急支援給付金事業や住民税非課税世帯等・子育

て世帯等臨時特別給付金事業、水道事業会計の施設維持管理負担金等です。経常収益では、

使用料及び手数料が 9 億 1,972 万円（31.5%）で、各種使用料及び手数料の他、水道事業会計の

営業収益が主なものです。その他の19億 9,870万円（68.5％）には、学校給食納付金や市有財産

の貸付料、第三セクターの事業収入などが計上されています。 
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第４節  連結純資産変動計算書について 

 

連結純資産変動計算書は、貸借対照表の純資産の部に計上されている各数値が一年間で

どのように変動したかを表す純資産変動計算書を連結した財務書類です。 

期首純資産残高は、前年度連結貸借対照表の純資産合計及び前年度連結純資産変動計算

書の期末純資産高と、期末純資産高は当年度連結貸借対照表の純資産合計と一致します。 

また、純行政コストは連結行政コスト計算書の純行政コストと一致します。【３ページ「財

務書類４表の相互関係を参照】 

 税収等は普通会計の地方税、地方交付税及び地方譲与税などの他、国民健康保険事業特

別会計の国民健康保険税や、後期高齢者医療特別会計の保険料などが主なものとなってい

ます。 

 

令和４年度 連結純資産変動計算書 
(自 令和４年４月１日  至 令和５年３月３１日現在) 

 

                                                         （単位：千円） 

       区        分 金     額 

前年度末純資産残高 120,164,573 

純行政コスト △25,513,169 

財源 22,233,592 

税収等 13,743,328 

国県等補助金 8,490,264 

   資産評価差額 1,171 

   無償所管換等 68,389 

   比例連結割合変更に伴う差額 359,296 

その他   △364,398 

本年度末純資産残高 116,969,454 

*表示単位未満を四捨五入して表示（表内計算で一致しない場合があります） 
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第５節   連結資金収支計算書について 

 

連結資金収支計算書は、１年間の行政活動に伴う現金ベースでの資金の流れを３つの区

分の行政活動ごとに示す資金収支計算書を連結した財務書類です。 

令和４年度の連結資金収支計算書を概観すると、業務活動収支が 19億 4,737 万円の黒字、

投資活動収支が 9 億 2,465 万円の赤字、財務活動収支が 9 億 5,258 万円の赤字となってい

ます。一般的に資本形成のための建設事業には一時的に大きな資金が必要となるため、投

資活動収支の赤字分は業務活動収支の黒字分で補てんすることになります。 

本年度資金収支は 7,015 万円の黒字となり、歳計外現金残高を加えた本年度末現金預金

残高は 19億 2,591 万円になりました。なお、連結資金収支計算書の本年度末現金預金残高

は連結貸借対照表の現金預金と一致します。 

 

令和４年度 連結資金収支計算書 
(自 令和４年４月１日  至 令和５年３月３１日現在) 

 

       （単位：千円） 

区        分 金     額 

１．業務活動収支 1,947,378 

２．投資活動収支 △924,652 

３．財務活動収支 △952,576 

本年度資金収支額 70,150 

前年度末資金残高 1,855,503 

比例連結割合変更に伴う差額 △706 

本年度末資金残高 1,924,947 

本年度末歳計外現金残高 970 

本年度末現金預金残高 1,925,917 

     *表示単位未満を四捨五入して表示（表内計算で一致しない場合があります） 


